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ひたすら対米ハーモナイゼーション
－－理念なき「防衛懇報告書」

[イラク]香田さん殺害で非難される
べきは誰か

米軍再編
●主な動き（３）：「海外基地見直し委員会」活動延長
●横須賀とメイポート
２００５ＮＰＴ再検討プロセス
●二つの国連決議―新アジェンダ連合と日本
●ドイツ市民の取組み

　１０月４日、小泉首相の私的諮問機関「安全保障と防衛
力に関する懇談会」（荒木浩座長。以下、「防衛懇」）は、「未
来への安全保障・防衛力ビジョン」との副題を持つ報告書
注１）を発表した。「大量破壊兵器等の拡散の進展や国際テ
ロなどの新たな脅威への対応」という課題により適切に対
応しうるよう「我が国の安全保障と防衛力の在り方につい
て、幅広い視点から、総合的な検討を行う」ことを目的とし
て４月２０日に設置された防衛懇は、４月２７日の第１回以来、
毎月１度から２度の会合を重ねてきた。報告書は１０月４日の
第１３回会合で最終確認された。委員の一覧を資料１に、報
告書の目次を資料２に掲げる。
　この報告書は、２００１年９月に着手された防衛庁の内部
機関「防衛力のあり方検討会議」の検討結果と併せて今
年１１月末を目途に進められている「防衛計画の大綱」見
直しの基礎とされる。

２つの目標、３つのアプローチ

　「９．１１事件」によって、「国家からの脅威のみを安全保障
の主要な課題と考えていればよい時代は過去のものとなっ
た」（３頁）という認識から説き起こされる報告書の第１部冒
頭で明らかにされるのは、総合的安全保障戦略における
「２つの目標」と「３つのアプローチ」である。「ふたつの目
標」とは次のとおりだ。

　総合的安全保障戦略における大きな目標は二つあ
る。第一は、日本に直接脅威が及ぶことを防ぎ、脅威
が及んだ場合にその被害を最小化することである。第

二の目標は、世界のさまざまな地域において脅威の
発生確率を低下させ、在外邦人・企業を含め、日本に
脅威が及ばないようにすることである。端的に言えば、
第一には日本防衛という目標であり、第二には国際的
安全保障環境の改善という目標になる。（第１部「２．総
合的安全保障戦略」５ページ）

　この目標を達成するためのアプローチは三つ。それは
①日本自身の努力、②同盟国（米国）との協力、③国際社
会との協力である。これら三つを適切に組み合わせること
によって、日本の自己完結的な防衛努力が「軍拡」のサイ
ンとして外国に伝わり、「これに対してさらなる軍事力整備
が行われ、それぞれに合理的な行動の結果が軍拡競争と
いうことになって、両国にとって安全保障のレベルを低下さ
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せる」という「安全保障のジレンマ」（「報告書」５頁脚注）に
陥ることを防ぐとされる。③については、従来の「国際貢
献論」が「やや第三者的ニュアンス」で語られてきたのに
対して、報告書はそれを日本の安全保障に直結する任
務ととらえるべきであると強調する。ここは何気なくやり過
ごしてしまいそうだが、意味するところは重大である。つ
まり、日本防衛の「前線」が日本の領土、領海を越えた
「国際社会」の中に広がっているという、米国流の論理が
示唆されているのである。

６つの論点

　以下、本稿では、本文Ａ４版３２ページにわたるこの報
告書をつぶさに検討する代わりに、私たちが大きな関心
を抱く次の６点について報告書がどのように述べている
かを探り、問題点を指摘する。すなわち日米安保条約（日
米同盟）、日本の防衛力のあり方、ミサイル防衛、核軍縮、

国際平和協力活動そして武器輸出三原則である。

（１）「軍転換」に追随し日米安保と再定義
　日本の安全保障が「日米同盟」に始まり「日米同盟」に
終わるという構造が、ここでも堅持されている。その意味
で「旧態依然」というほかはない。

　日米安全保障条約に基づく日米同盟こそ、（同盟
国との連帯行動の）恒常的制度である。（略）今後とも
日米同盟の信頼性を相互に高めつつ、抑止力の維
持を図る必要がある。とりわけ核兵器などの大量破
壊兵器による脅威については、引き続き米国による
拡大抑止が必要不可欠である。（第１部「２．総合的安
全保障戦略」７頁）

　さらに現在進行中の「グローバルな米軍の変革」につ
いて積極的に協議を進めるとした上で、次のように「日米
安保の再定義」が必要だと提言している。

　政府は、このような努力を払うとともに、日本の独
自性を踏まえつつ、日米間の役割分担などを含め
主体的に米国との戦略協議を実施するべきである。
さらにこうした協議の成果を反映する形で、時代に
適合したあらたな「日米安保共同宣言」や新たな
「日米防衛協力のための指針」を策定するべきであ
る。（第２部「２．日米同盟のあり方」１９頁）

（２）多機能弾力的防衛力
　従来、国家主体による脅威からの防衛のために形成さ
れた「基盤的防衛力」は時代に合わなくなったとして、

　　安全保障と防衛力に関する懇談会のメンバー
座長 荒木　浩 東京電力顧問
座長代理 張　富士夫 トヨタ自動車株式会社取締役社長
委員 五百旗頭　真 神戸大学法学研究科教授

佐藤　謙 （財）世界平和研究所副会長（元防衛事務次官）
田中　明彦 東京大学東洋文化研究所教授
西元　徹也 日本地雷処理を支援する会会長（元防衛庁統

合幕僚会議議長）
樋渡　由美 上智大学外国語学部教授
古川　貞二郎 前内閣官房副長官
柳井　俊二 中央大学法学部教授（前駐米大使）
山崎　正和 東亜大学学長

　あまりにも痛ましい事件だった。２７日に「アルジャジーラ」
が流した「すみませんでした。また日本に戻りたいです」とい
う言葉を残して、４日後の１０月３１日未明（日本時間）、２４歳の
香田証生さんは、変わり果てた姿となってバグダッド市内で
発見された。
　拉致グループの主張した「４８時間以内の自衛隊の撤退
決定」を小泉首相は、すぐさまに撥ねつけた。４月に高遠菜穂
子さんら３人が拉致されたときも、政府の立場は今回と同じく
「撤退要求は拒否」であった。４月との大きな違いは、今回の
拉致グループが、釈放を働きかけた現地の聖職者グループ
の力も及ばぬ強硬派であったことである。あの時、政府与党
は「要求を拒否したことが釈放につながった」、と見当違いの
自画自賛をしたのだった。
　１０月３１日の小泉首相の声明は次のように言う。「無辜の民
間人の生命を奪った今回の行為は、非道かつ卑劣きわまり
ものであり、あらためて怒りを覚えます」。しかし、昨年３月以
来イラクで奪われてきたおびただしい「無辜の民間人」の生

命を思うとき、真に「非道かつ卑劣きわまりな」かったのが誰
だったのかを、私たちは問わなければならない。戦争の唯一
の理由であった「大量破壊兵器」がフィクションであったこと
はもはや明らかである。その戦争を支持し、「多国籍軍」の一
員として自衛隊を派兵している国の首相が吐く「非道かつ卑
劣」の言葉は、イラクの人 か々ら数倍の重さを持って返される
だろう。
　香田青年が、どのような思いで「無謀」といわれても仕方の
ないイラク行きを実行したのかは、今となってはわからない。
しかし、人として生きる証をもとめてさまよう良心的で心優しき
若者の心をひきつける「何か」が、イラクにはあったのだろう。
彼自身の言葉でその理由を聞けなくなってしまったのが、何
よりも悔しい。
　１２月の派兵期限の満了を契機に、自衛隊撤退への道をつ
けること。それを「脅迫の結果」ではなく、日本国民の自由意
志として選び取ること。その決心を香田さんの墓標に届けた
いと思う。（田巻一彦）

日本青年殺害に想う
真に「非道かつ卑劣」なのは誰か？

＜資料１＞
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「多機能弾力的防衛力」という概念が導入される。これ
は、一般論としては、次にあげる要件のすべてを満足す
る能力である。

①弾道ミサイルをはじめとする、国家間紛争に起因
する脅威への即応対処能力、情報処理能力等。
②伝統的脅威の復活にも備えた一定程度の「基盤
的」能力。
③非国家主体からのテロなどへの対応能力。
④大規模災害への対処能力。
⑤日米同盟関係を有効に機能させるための適切な
役割分担。
⑥周辺国との信頼醸成、可能な地域的協力。
⑦国際平和協力活動。
（第１部「３．新たな防衛戦略を支える防衛力」１１ページ

より要約。項目化は筆者）

　このような多目的に対応する防衛力整備を少子化、厳
しい財政事情という制約の下で実行に移すためには「多
機能化」と「弾力的運用」が不可欠であり、その要は「情
報能力」と迅速な意思決定プロセスであると報告書は指
摘する。
　陸・海・空防衛力の基本的なあり方についての提言は
次のとおりである。

＜要約＞
〇陸上防衛力：本格的着上陸侵攻対処のための
態勢から「烈度の低い多様な軍事行動」への即
応体制の構築に重点を移す。重装備部隊を大胆
に削減、機動力、特殊作戦能力、ＮＢＣ防護能力
を向上させる。
〇海上防衛力：冷戦期の対潜水艦戦闘を中心にし
た態勢から、島嶼防衛や弾道ミサイルの監視・対
処、武装工作船対処に重点を移す。艦艇、航空
機ともに縮減・効率化し、即応性の向上を図る。
全体として海外任務遂行能力の向上を図る。

〇航空防衛力：本格的な航空侵攻対処の必要性
が減じたことから、戦闘機を含む航空機部隊の
縮減・効率化。ミサイル防衛能力の整備。また、海
外任務の増大に対応するため、航空輸送力の充
実を図る。（第３部「２．あらたな防衛力の体制」２７頁）

　つづけて報告書は「統合運用態勢の強化」の必要性
を強調する。作戦のみならず教育、情報通信、後方補給
のすべての範囲を網羅する統合運用基盤の確立が必
要である。
　一見してわかるように、ここで提言されているのは、本
誌で継続してとりあげている米軍の軍転換（F o r c e

Transformation）あるいは世界的態勢見直し（Global

Posture Review）と軌を一にする防衛力の転換である。一
方、示された状況認識は、先の報告書も認めている「少
子化」「厳しい財政」という事情（第１部１３頁）と相まって、
相当に大胆な「防衛力削減」の根拠ともなりうるものであ
ることにも注目したい。防衛庁サイドの「既得権益防衛」

目次
「はじめに」 １

１部新たな日本の安全保障戦略

１ ２１ 世紀の安全保障環境 ３
２ 統合的安全保障戦略 ５
　（１）日本防衛 ６
　（２）国際的安全保障環境の改善による脅威の予防 ８
　（３）安全保障戦略における統合性の確保 １１
３ 新たな安全保障戦略を支える防衛力～多機能弾力的防衛力～ １１

第２部新たな安全保障戦略を実現するための政策課題

１ 統合的安全保障戦略の実現に向けた体制整備 １４
　（１）緊急事態対処 １４
　（２）情報能力の強化 １５
　（３）安全保障会議の機能の抜本的強化 １６
　（４）安全保障政策の基盤の整備 １７
２ 日米同盟のあり方 １８
　（１）日米同盟、日米安保体制の意義 １８
　（２）日米同盟の維持・強化 １８
３ 国際平和協力の推進 １９
　（１）国際平和協力に対する日本の取組 １９
　（２）国際平和協力の実施体制 １９
４ 装備・技術基盤の改革 ２１
　（１）生産・技術基盤の維持と防衛産業の合理化 ２１
　（２）武器輸出三原則 ２１
　（３）調達及び研究開発の効率化 ２２

第３部防衛力のあり方

１ 防衛力が果たすべき役割と保有すべき機能 ２３
　（１）日本防衛のための役割・機能 ２３
　（２）国際的な脅威の予防のための役割・機能 ２５
２ 新たな防衛力の体制 ２６
　（１）考慮要素 ２６
　（２）防衛力の具体的な構成 ２７

第４部新たな「防衛計画の大綱」に関する提言

１ 「防衛計画の大綱」に定めるべきもの ２９
２ 防衛力整備目標の示し方 ２９

付言更に検討を進めるべき課題――憲法問題

「おわりに」 ３２
安全保障と防衛力に関する懇談会のメンバー ３４
安全保障と防衛力に関する懇談会の経過 ３５
要約 ３７

路線との衝突は避けられないであろうが、軍縮世論を高
めるためには活用可能な論理である。

（３）ミサイル防衛－除去される「専守防衛」の封印

（今後整備が進められるミサイル防衛システムは）統合
的な運用を行う必要がある。その際、同システムを
現行の法制度の下で有効に運用しうるか否か早急
に検討の上、法改正を含め必要な措置を講ずるべ
きである。
　なお、ミサイル攻撃に対処するため他に手段がな
くやむを得ないそしてしていわゆる策源地への攻撃
能力を持つことが適当か否かについては、米国による
抑止力の有効性、ミサイル防衛システムの信頼性等
の観点から慎重に検証するとともに、費用対効果や
周辺諸国に与える影響等も踏まえ、総合的に判断す

＜資料２＞
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べきである。（第３部「２．あらたな防衛力の体制」２７頁）

　ミサイル防衛論議と常に表裏に存在しているのが「敵
地（ミサイル基地）攻撃能力」の議論である注２。従来の政
府見解は、敵地攻撃能力は「日本は憲法の制約上保有
できないので、米国に依存する」というものであった。これ
に対して「報告書」は、控えめの表現ながら、「タブーを破
る」議論すなわち独自の対地攻撃力をめぐる議論を奨
励している。すでに、防衛庁サイドは「敵地攻撃能力の
保持」を「大綱見直し」に反映させることを検討している
と報じられている注３。今後の最大の焦点の一つである。
　ところで、この報告書には「専守防衛」という言葉がた
だの一度も登場しないのは重大である。この言葉はもは
や「死語」として日本の安全保障政策から抹殺されること
すら危惧される。

（４）「核軍縮」に言及なし
　報告書全体をとおして、「核兵器」に触れられているの
は、「また、日本は核兵器を保有すべきではない」という
短い一文（第１部「２．総合的安全保障戦略」６頁）の他、数
箇所で「核兵器など大量破壊兵器の脅威」が繰り返され
る部分、そして「従来より核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）、ミサ
イル技術管理レジーム（ＭＴＣＲ）…」と背景説明的に述べ
る部分のみである。核軍縮に言及しないというこの報告
書の路線が仮に「大綱見直し」に採用されるとすれば、こ
れは重大な後退になる。なぜなら、現行の「大綱」におい
ては、「米国の核抑止力への依存」とならんで、まがりなり
にも「核兵器のない世界を目指した現実的かつ着実な
核軍縮の国際的努力の中で積極的な役割を果たす」と
いう一文が置かれているからだ。２００５年という歴史的な
年を目前にして、動向を厳しく監視していく必要がある。

（５）国際平和協力活動を自衛隊の本務に
　報告書は国際平和協力を自衛隊の本来任務に位置
づけること、これまでの特別措置法での対応に替わる一
般法（筆者注：恒久法）の整備の検討を勧告している。

（６）武器輸出三原則と緩和
　「武器輸出三原則」を「少なくとも同盟国たる米国との
間で」緩和することを報告書は勧告している。これはミサ
イル防衛の日米共同研究が共同開発・生産に進む場合
に備えて、財界から要望の高まっていた事項である。ここ
でも、日本の平和原則は放棄されようとしている。

「新大綱」への提言―
国防の基本方針の見直しを提言

　報告書の第４部は「新たな防衛計画の大綱」に関する
提言に充てられている。そこで示されているのは、①新
大綱には、「国防の基本方針」（１９５７年）の考えをも包み
込む（すなわち、その「上位概念」に位置するような：筆者
注）新たな安全保障戦略を示すこと、②新大綱には防衛
力の定性的な機能を中心に目標を規定し、現在の「別
表」については「量的な目標水準の変化と達成時期をわ

かりやすく明示するとともに、時代の変化に合わせて定期
的に見直しができるよう、その規定の内容、方法等を検
討すべきである」と勧告している。（第４部新たな「防衛計
画の大綱」に関する提言）これは、米国の「四年期国防見
直し（ＱＤＲ）」に倣って、戦力態勢の見直しの柔軟性の向
上を意図しているように見える。

憲法と集団的自衛権議論を奨励

　懇談会は憲法改正について論じる場ではない。した
がって本報告の提言も現行憲法の枠内で行われてい
る。そのことを踏まえつつ、報告書は巻末に「付言　さら
に検討を進めるべき課題－憲法問題」を設け、要旨次の
２点を提言している。第１には憲法問題に議論の焦点が
当たりすぎることは、政策的議論の発展に好ましくないの
で、今後は「幅広い視点から憲法問題について議論され
ていくことが期待される」ということである。第２は、懇談会
で統一見解が得られなかった（と率直に認めている：筆者
注）「集団的自衛権」を巡る議論である。この問題につい
て報告書は、①個別国家の持つ集団的自衛権と国連が
行う集団的措置を別個の問題として考える、②日本防衛
の目的で来援した米軍を防護するための武力行使も禁
止されるべきなのかといった論点を示すにとどめている。

まとめ

　通読しての感想は、目配りの利いた優等生的な報告
書であるというものだった。しかし、おそらくは「理念」を感
じることができないというものでもあった。その理由は、憲
法に基づく日本の具体的安全保障政策＝非核三原則、
専守防衛が、実践的な安全保障ツールとして全く無視さ
れていることである。これらを論じることは」憲法論議に
よって政策論議が発展しない」どころか、まさに逆の作用
を果たすはずである。さらに、「はじめに」において荒木浩
座長が、懇談会の大勢の意見として「迂遠なように見え
る国際平和協力が、重要な自衛の手段たりうる」という認
識を示したにも関わらず、戦争の予防の努力、とりわけ東
北アジアにおける地域安全保障のために日本がなすべ
き責任について、何も実質的な提言がなされていないこ
とも、この報告書を理念なき作文にしているように思える。
　この結果、報告書は冷戦期に形成された、軍事偏重
で、かつ紛争の「予防」ではなくむしろ「抑止と対応」に重
点を置いた安全保障政策に「テロとの戦い」という米国
製の香辛料を加え、ひたすら米国の「軍転換」との「調
和」（ハーモナイゼーション）をめざすものとなってしまっ
た。これは、地域に信頼と安定ではなく、警戒心と猜疑心
を呼び覚ますものといわなければならない。市民の手に
よる「北東アジア地域の共通の安全保障」を提案し、「新
大綱」への「対抗構想」として育てていかなければならな
い。「防衛懇報告」はそこでのたたき台としての役割は果
たせそうだ。（田巻一彦）
注１：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/ampobouei/dai13/
13siryou.pdf
注２：「核兵器・核実験モニター」２１１号、２０７号及び２０９･１０号。
注３：「毎日新聞」２００４年１０月１日。
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　引き続き米軍再編に関する重要な動きを年表にまと
めた。
　表の中で、メディアに報道されていない米国内の動き
として、特に１０月１３日の「海外基地見直し委員会」の期
限延期の問題に注目していただきたい。
　１０月１３日、ブッシュ大統領は「２００５軍事建設歳出及び
緊急ハリケーン補正歳出法」に署名し同法が発効した。
その第１２７節によって「海外基地見直し委員会」の活動
が、２００５年８月１５日まで延期された。現行法では２００４年
１２月末日が期限であった。第１２７節を全訳すると次の通
りである。

　公法１０８－１３２の第１２８（ｂ）３（Ａ)を修正し、「２００
４年１２月３１日」の文言を削除し、「２００５年８月１５日」
に置き換える。

　因みに、現行の公法１０８－１３２の第１２８（ｂ）３（Ａ)は、次

の通りである。（ピースデポ『イアブック２００４』に第１２８節の大
部分の訳が資料として掲載されている）

　委員会は、委員会の見出した知見と結論を詳し
く説明した報告書を、委員会が適切と考える立法
措置や行政当局の施策に関する勧告とともに、遅
くとも２００４年１２月３１日までに、大統領と議会に対し
て提出しなければならない。

　日米政府の基地削減に関する話し合いは来春まで続
くので、「見直し委員会」の活動延長は日本の運動にとっ
て好都合である。直接日米交渉に響くことは望めないと
しても、日本の自治体や市民が直接に米国のシステムに
訴えるチャンネルが開かれ続けるからである。また、委員
会が報告書に何を書くかは、その後の在日米軍基地問
題にインパクトを与えることになる。（梅林宏道）

米「海外基地見直し委員会」活動延長
米軍
再編

米軍再編を巡る主な動き（３）
（２００４年１０月６日～１０月１９日）

１０月６日 石原慎太郎東京都知事は、首相官邸で山崎拓首相
補佐官と会談。横田基地の軍民共用化の積極推進を
要請。石原知事は全面返還までの暫定措置として軍
民共用化を要望。

１０月６日 細田博之官房長官は記者会見で、これまでの日米協
議で沖縄米軍の一部本土移転案を提示していると述
べるとともに、初めて海外移転案にも言及。また、自治
体意向調査の時期は日米協議がもっと進展した後と
述べる。

１０月６日 米韓が在韓米軍再配置の方法で合意。２００８年まで３
段階で１２,５００人を撤退。第一段階はイラク派遣部隊
５,０００人。削減日程や規模で相手国と合意したのは韓
国が初めて。

１０月６日 山崎首相補佐官が、都内で講演。米陸軍第１軍団司
令部のキャンプ座間移転に関し「（活動範囲）は安保
条約（６条）が定める極東の範囲をはるかに超える」と
指摘。その上で「どうクリアするのかが課題」と述べる。

１０月６日 町村信孝外相が就任後初の訪米、ライス大統領補佐
官（国家安全保障担当）と会談。米軍再編問題でライ
ス補佐官は協議加速を促し、外相は「在日米軍機能の
効率化と、沖縄など地元負担軽減が重要」と応じた。

１０月６日 米国防総省は、米太平洋軍の次期司令官に指名され
たグレゴリー・マーチン空軍大将が指名撤回されたと
発表。マーチン大将の起用は再編における空軍機能
強化の目玉だった。当面はファーゴ司令官（海軍大
将）が継続。

１０月６日付 小泉首相、９月１０日に石破防衛庁長官、川口外相との
会談で、米軍移転先に名の上がる自治体の意向調査
を防衛庁に指示したことが判明。（朝日）

１０月７日 ベトナム訪問中の小泉首相、ハノイのホテルで同行記
者団に、沖縄米軍の移転問題について「国内、国外移
転、両方あろう」と述べ、日本国外への移転案も検討
対象になるとの考えを表明。首相の国外移転言及は
初めて。

１０月７日 訪米中の町村外相、米国務省でパウエル国務長官と
初会談。「沖縄県民の不安を真剣に受け止めてほし
い」と要望。普天間飛行場に関し、SACO合意の早期達
成を表明。これ以前国防総省でラムズフェルド国防長
官と会談。国防長官も地元の重要性を理解。米軍再編
の全体像に関し「相手国や米議会との関係で、数年単
位の時間が必要」と説明。会談後、外相は同行記者団
と懇談。米軍再編問題の局長級、審議官級の日米協
議を閣僚級に引き上げる必要を述べ、１１月の米大統領
選後に日米安全保障協議委員会（２＋２）開催検討の
考えを示した。「２＋２も１回で済むとは思わない」とした。

１０月７日付 ９月２０日の日米局長級協議で日本、沖縄第４海兵連
隊（２,０００～３,０００人）の国外移転を米国に要求してい
たと判明。初めての海外移転要求。（朝日）

１０月８日 大野功統防衛庁長官、在日米軍再編で日米の年内
合意は困難との見通し。閣議後の記者会見で。

１０月８日 社民党の又市征治幹事長は記者会見で、小泉首相
の在沖米軍の国外移転への言及について「陸軍司令
部の日本への移転との取引なら重大」と批判。

１０月８日 松沢成文神奈川県知事、首相官邸に山崎拓・首相補
佐官を訪ね、米軍再編に関して「十分に情報提供した
うえで自治体の意向を聞き、米側と交渉してほしい」と
要望。山崎補佐官は同意したが情報提供の時期を明
示せず。

１０月９日 朝鮮中央通信、米国が日本海にイージス艦を配備し
たことを非難。日米共謀の挑発行為とし自国の「核抑
止力を含む自衛的手段」の正当性を主張。

１０月１２日 小泉首相の臨時国会所信表明演説、在日米軍の再編
問題に触れ、日本の安全保障と沖縄の負担軽減を図
る観点から米国と協議を進めると強調。具体的な取り
組みへの言及なし。普天間・SACOについても言及なし。

１０月１２日 米国務省で米軍再編問題の外務・防衛審議官級協
議。９月の日米首脳会談を受けたもの。緊密協議で早
期に結論で一致。日本側は、抑止力維持を前提とする
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沖縄駐留の海兵隊削減が必要との見解を示す。日米
は期限を設けていないが、年度内に一定の結論を出
すよう協議を加速。日米安全保障協議委員会（２＋２）
も年内もしくは来年春までに開催する方向。　

１０月１２日 外務省飯倉公館で、竹内行夫外務事務次官、アーミ
テージ米国務副長官ら日米次官級戦略対話。米軍再
編で協議を加速させることで一致。スモール・パッケー
ジからトータル・パッケージへの移行が焦点か。

１０月１３日 米国で２００５軍事建設歳出法が発効。これによって海
外基地見直し委員会の報告書提出期限が２００４年末
から２００５年８月１５日に延期された。

１０月１３日 首相官邸で在日米軍再編問題をめぐり細田官房長
官、町村外相、大野防衛庁長官による３閣僚協議を開
催。３省庁が連携して米側との交渉に当たる方針を確
認。これまでの日米協議の内容を確認するにとどまった。

１０月１３日 来日中のアーミテージ米国務副長官、在日米国大使
館で記者会見。在日米軍再編で日本国内調整が難
航していることに関し「個別の案件や場所から話を始
めたのは間違い。理念的な議論から始めるべきだっ
た」と、進め方に問題があったとの認識を述べた。具体
的な再編協議については「専門家の決断に委ねた
い」と、座間の件を含め受け入れに期待を示した。

１０月１３日 外務省首脳「最初から極東条項ありきではなく、テロや
核拡散など新しい脅威の発生事態への対処を考えな
くてはならない」と柔軟対応を述べ、同時に「最終的に
は従来の解釈を無視できない」とも述べた。

１０月１３日 小泉首相は衆院代表質問で、「在日米軍の兵力構成
見直しは現行の日米安全保障条約の枠内で行われ
る。憲法との関係でも問題は生じない」との見解を表
明。鳩山由紀夫（民主）に答えた。

１０月１３日 小川勇夫相模原市長と星野勝司座間市長、大野防衛
庁長官に米陸軍第一軍団司令部のキャンプ座間へ
の移転に反対を要請。

１０月１５日 大野防衛庁長官、記者会見で「極東条項」のあいまい
さのない解釈について政府内で再整理する必要があ
ると表明。

１０月１５日 防衛庁首脳、日米安保共同宣言を新たに出すことに
ついて議論の必要性を述べる。日米同盟の在り方の
再定義、普天間代替地再考などが含まれる。外務省
首脳は、その必要性について疑問視。

１０月１５日 防衛庁首脳、ＳＡＣＯで合意した在沖米軍基地の整理
縮小に関連し「安全保障の環境は変わった」と述べ、
在日米軍再編を検討する中でSACO合意見直しの可
能性もあることを示唆。政府の外交・安全保障関係の
首脳がSACO見直しに言及したのは初めて。

１０月１５日 松沢成文神奈川県知事、記者会見で、キャンプ座間
問題など米軍再編構想を、外務省に文書照会する考
えを表明。

１０月１５日 沖縄県宜野湾市で墜落した米軍ヘリCH５３Dの同型機
の岩国基地帰還を山口県が容認。山口県庁を訪れた
米軍や防衛施設庁の担当者から再発防止策などの
説明を受けて決定。これに先立ち、地元岩国市の井原
勝介市長も容認を表明。

１０月１５日 横須賀市議会、国に日米地位協定の早期見直しを求
める意見書を全会一致で可決。

１０月１５日付 ９月２０日の日米局長級協議で、日本がキャンプ座間
への第１軍団司令部移転に反対、沖縄海兵隊の砲兵
大隊の海外移転を主張したことが判明。横田に残る
空軍司令部機能について「条約の範囲内」と条件を
付けた。米側は、横田の空軍司令部を０７年に２４０人か
ら６９人に減らしグアムに移転することを提案。外務省の
スモール・パッケージ路線の産物と言われる。（共同）

１０月１５日付 １２日のワシントンでの審議官級協議で、在日米軍再
編を来春めどにまとめることに合意していたことが判
明。日米安保協議委員会（２＋２）を年内にも開くことを
目指す。（朝日）

１０月１６日 町村信孝外相、那覇市内で記者会見。在日米軍再編
について現在の日米安保条約の枠内で米側と協議し
ていく考えを強調。同時に「極東条項に限定せず、広
い視野で大局的な議論も大切」と米世界的戦略への
配慮も示した。

１０月１６日 細田博之官房長官、島根県玉湯町で講演。在日米軍の
再編問題に関して沖縄県民の負担軽減を目指すと強
調。同時に「米国は『韓国は撤退するが日本では機動性
を増したい』と言う。交渉はなかなか大変だ」と述べた。

１０月１６日 細田博之官房長官、松江市で記者会見。在沖米軍基
地の移転問題について「どこへとは言っていないが、
海外移転を希望すると言っている」と述べ、海外移転
の検討を米側に要請していることを明言。

１０月１８日 外務省、防衛庁、在日米軍司令部などで構成する日
米合同委員会、横浜市米軍６施設を返還する代わり
に、米軍池子住宅地区の横浜市域に住宅約７００戸を
追加建設する方針を了承。

１０月１８日 政府、米陸軍第１軍団司令部のキャンプ座間への移
転受け入れを検討する方針。複数の政府関係者が明
らかに。同時に、在日米軍駐留経費負担（思いやり予
算など）の大幅軽減を米側に求める。来年４月末から
の大型連休中にも日米安全保障協議委員会（２＋２）を
開き、再編案の合意を目指す。

１０月１８日 神奈川県は、米軍再編について照会文書を町村外相
に提出。照会文書は、①日本政府の検討状況、②米側
から提供されている情報内容、③政府から地元自治
体への情報提供の時期、④日米協議で地元負担は
考慮されているか、⑤いつ、どのように地元の意見を
聴くか、の５項目。

１０月１８日 沖縄県キャンプ・ハンセンの米海兵隊砲兵部隊（約２
,０００人）などを陸自・東千歳駐屯地内に移転させる案
が日米両政府間で検討中と判明。空自・千歳基地が
近く、近隣の陸自北海道演習場も利用できるのが好条
件。（産経）

１０月１９日 大野功統防衛庁長官、記者会見で、９６年４月の「日米
安保共同宣言」を世界的平和貢献の立場から見直す
べきだとの考えを示した。在日米軍再編は「今の条約
の中で考える」と述べ条約改定は必要ないとの認識。

１０月１９日 細田博之官房長官、記者会見で、日米安保条約の極
東条項や９６年の日米安保共同宣言の見直し論につ
いて「考えていない」と否定。協議は「極東条項など変
更の条件下では交渉していない」と指摘。町村外相の
極東条項にこだわらない認識については「政府部内
の意思統一を図る」と述べた。

１０月１９日 稲嶺恵一沖縄県知事、首相官邸に細田博之官房長官
を訪ね、日米間で「沖縄は再編協議への期待度が高
い」と強調した。細田長官は「小泉首相は沖縄の負担
軽減を強く思っており、米側にも伝えている」と応じた。

１０月１９日 米陸軍第１軍団司令部のキャンプ座間への移転案に
ついて、日本政府が受け入れ検討方針を固めた。今
後、極東条項の解釈変更も視野に調整の方針。　

１０月１９日 小泉首相、町村外相が極東条項を柔軟に解釈する考
えを示したことについて、「安保条約と『世界の中の日
米同盟』という観点から議論すればいい」と、日米協力
の舞台を世界規模に広げる同盟強化の視点を加える
ことで、在日米軍の駐留目的を極東条項だけにとらわ
れない姿勢を示したもの。

沖タイ＝沖縄タイムス。（作成：ピースデポ）
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米海軍原子力空母の母港

横須賀とメイポートの宿縁

２隻の通常型空母
　現在米海軍は通常型空母を２隻保有しており、残り１０
隻の空母はすべて原子力空母である。２隻の通常型空
母のうち横須賀を母港とするキティホークは２００８年に、フ
ロリダ州ジャクソンビル（人口７０万人）に近いメイポートを
母港とするＪ・Ｆ・ケネディは２０１８年に艦の寿命に達し、退
役することとなっている。今後建造される空母が全て原
子力空母となる計画であることから、２０１８年以降には全
ての米空母は原子力空母になる見通しである。
　そこで、もしキティホークが退役する２００８年以後も横須
賀の空母母港が続き、その後継艦も通常型空母となると
すると、メイポートは空母ケネディを失うことになる。そして、
メイポートには原子力空母が来ることになる。しかし、メイ
ポートには、現在、原子力空母を受け入れる設備はない。
　一方、もしメイポートがケネディの母港の継続を望むと
すると、横須賀には２００８年に原子力空母が来てしまうこと
になる。しかし、現在、横須賀にはそれを受け入れる設備
はない。
　このように、横須賀とメイポートは宿縁で結びついている。
　そして、キティホークの母港である横須賀とケネディの
母港であるメイポートで極めて対照的な動きが起こって
いる。

メイポートのロビー活動
　メイポートでは、母港から得られる経済利益を守ろうと
する地元の動きが強い。
　伝えられる所では、メイポート地元商工会は米海軍に
強力にロビー活動を行い、今年４月、米海軍は２０１８年に
退役するまでメイポートを空母ケネディの母港とすること

を約束した。その一方で、メイポートは２０１８年以降も空母
の母港であり続けるために原子力空母の受け入れ準備
を進めようとしている。つまり、受け入れに必要な埠頭の
電力供給能力、放射性排水の処理、浚渫、維持管理、埠
頭の強化、係留設備などに関する要件の調査である。メ
イポートでは、原子力空母母港化による危険をまったく無
視をして、母港化による経済効果の維持のみに関心を向
けているように見える。
　しかし、メイポートが、独立委員会が作成する２００５年
基地閉鎖再編（ＢＲＡＣ０５）のリストに載った場合、米海軍
の意思に反してメイポートが閉鎖される可能性は残って
いる。そこで、ジャクソンビル市長はメイポートをＢＲＡＣ０
５の対象から外すようロビー活動を強力に展開している。

横須賀での反対
　一方、横須賀では長年にわたって母港化の反対運動
が続けられてきた。
　１９８５年には、横須賀市民が核トマホークミサイルを積
んだ艦船の横須賀配備に反対し、「核トマホーク艦の横
須賀母港に反対する市民の会」を設立した。さらにその
後も１９９１年の米国家環境政策法（ＮＥＰＡ）に基づく母港
取り消し訴訟、１９９８年の「原子力空母の横須賀母港問題
を考える市民の会」の設立、今年５月の「原子力空母横
須賀母港化を許さない全国連絡会」の結成などがなさ
れてきた。原子力空母の母港化のためと思われる１２号
バース（埠頭）延長工事は、現在進められてしまっている
ものの、「市民の会」などの活動によって当初の予定より
大幅に遅らせられた。横須賀では原子力空母母港化に
よる危険を重視し、原子力空母への反対運動を続けて
いる。
　今年４月、沢田秀男横須賀市長が川口外相に対して、
キティホークの退役後も通常型空母を引き続き配備する
ように要請した。その要請が実現する場合、メイポートで
は２００８年までに原子力空母受け入れ体制を完了しなけ
ればならない。横須賀とメイポートは不可分の関係に置
かれており、今後もメイポートの動向に注視する必要があ
る。（林公則・梅林宏道）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　１０月２８日、国連総会第一委員会において、新アジェン
ダ連合（ＮＡＣ）や日本が提出した核軍縮関係の決議案
に対する投票が行われた。ＮＡＣ決議（「核兵器のない世
界へ：核軍縮に関する誓約の履行を加速する」、決議番号Ａ

／Ｃ．１／５９／Ｌ．２２）は賛成１３５、反対５、棄権２５票で、日本
決議（「核兵器完全廃棄への道程」、同Ａ／Ｃ．１／５９／Ｌ．２
３）は賛成１５１、反対２、棄権１６票でそれぞれ採択された。
両決議の全訳を８～９ページに掲載する。
　包括的な決議案と戦術核の削減に絞った決議案の２
段構えという昨年までのパターンとは異なり、今年のＮＡＣ
決議は、新しいタイトルのもと、２００５年ＮＰＴ再検討会議を

念頭に要求項目の数を絞った短いものとなった。アプロー
チの違いなどを理由に、これまでＮＡＣ決議に棄権してき
た日本は、今回の決議に賛成票を投じた。
　一方の日本決議は、新たな要素として、被爆６０周年で
ある２００５年再検討会議の成功の重要性を強調している
ことなどがあるが、基本的な趣旨や構造は例年のまま変
わらない。昨年同様、米、インドの２か国が反対し、ＮＡＣ７
か国は棄権票を投じた。第一委員会で可決された決議
は、次に本会議において投票される。詳しい分析は次号
以降で行いたい。

ＮＡＣ決議、日本決議を採択

国連総会第一委員会国連総会第一委員会国連総会第一委員会国連総会第一委員会国連総会第一委員会
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　総会は、
　１９９４年１２月１５日の決議４９／７５Ｈ、１９９５
年１２月１２日の決議５０／７０Ｃ、１９９６年１２月
１０日の決議５１／４５Ｇ、１９９７年１２月９日の決
議５２／３８Ｋ、１９９８年１２月４日の決議５３／７
７Ｕ、１９９９年１２月１日の決議５４／５４Ｄ、２０００
年１１月２０日の決議５５／３３Ｒ、２００１年１１月
２９日の決議５６／２４Ｎ、２００２年１１月２２日の
決議５７／７８、２００３年１２月８日の決議５８／５
９を想起し、
　国際の平和および安全の増進と核軍縮
の促進とは、相互に補完し強化し合うことを
認識し、
　拡散ネットワークなどによる大量破壊兵
器の拡散によってもたらされる危険が増大
していることを深く憂慮し、
　２００３年１２月１９日に発表された、すべての
大量破壊計画を放棄するというリビア・ア
ラブ・ジャマーヒリーヤ国の決定を歓迎し、
　２００４年４月２８日の安保理決議１５４０（２００
４）の採択を、大量破壊兵器の拡散防止に
向けたグローバルな努力における重要な
一歩として歓迎し、

　核戦争と核テロリズムを回避するため
に、あらゆる努力がなされるべきであること
を確信し、
　核不拡散条約（ＮＰＴ）※が、国際的な不
拡散体制の礎として、また核軍縮を追求す
る上で必要不可欠な基盤として、決定的に
重要であることを再確認し、
　条約や核不拡散体制に対する挑戦が、
完全遵守の必要性をさらに高めていること
とともに、すべての締約国が遵守するという
信頼性がなければ条約はその役割を果た
しえないことに留意し、
　さらなる核軍縮への一歩となるべき、一
方的、あるいは、ロシアと米国による戦略攻
撃力削減条約の発効などの交渉を通じた
※、核兵器国による核兵器削減の進展、お
よび国際社会による核軍縮・不拡散に向け
た努力を認識し、
　協調的脅威削減計画などの国際協力の
枠組みにおける、核兵器関連物資の削減
に向け現在進められている努力を歓迎し、
　核軍縮におけるさらなる進展は、国際的
な核不拡散体制を強化し、国際の平和と

安全の確保に資するとの確信を再確認し、
　１９９８年に実施された最後の核実験以
降、核兵器の実験的爆発または他の核爆
発に関するモラトリアムが継続していること
を歓迎し、
　２０００年ＮＰＴ再検討会議の最終文書※

が成功裏に採択されたことを歓迎するとと
もに、その結論を履行することの重要性を
強調し、
　２００５年に開催されるＮＰＴ再検討会議に
向け、２００３年４月２６日から５月７日に開催さ
れた第３回準備委員会での活発な議論を
認識するとともに、被爆６０周年にあたる２００
５年再検討会議の成功の重要性を強調し、
　国際原子力機関（ＩＡＥＡ）保障措置協定
の追加議定書への署名および／または締
結を行った国の数が近年において着実な
増加傾向にあることを歓迎するとともに、保
障措置および追加議定書の普遍化によっ
てＩＡＥＡ保障措置システムがさらに強化さ
れることへの希望を共有し、
　ロシアと米国が、戦略攻撃力削減条約
を完全に遵守すること、および、両国間の
新たな戦略関係に関する共同宣言※に
従って集中的な協議を継続することを奨
励し、
　包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）第１４
条※に基づいて２００３年９月３－５日に
ウィーンで開催された第３回ＣＴＢＴ発効
促進会議の最終宣言※、ならびに２００４年

核兵器完全廃棄への道程
２００４年１０月１３日　Ａ／Ｃ．１／５９／Ｌ．２３

アフガニスタン、オーストラリア、バングラデシュ、コートジボワール、フィジー、
イタリア、日本、ネパール、スイス、ウクライナ提出決議案

　総会は、
　２００３年１２月８日の決議５８/５１を想起し、
来たる２００５年に開催される核不拡散条約
締約国による再検討会議を念頭に置き、
　核兵器使用の可能性が人類に対する
脅威になっていることに加え、核軍縮に向
けた拘束力のある義務と、合意済みの措
置が全く履行されていないことを憂慮し、
核軍縮と核不拡散は相互に補強し合う過
程であって、両面での緊急かつ不可逆的
な前進が求められていることを再確認し、
　また、核不拡散条約第６条にしたがい、
核兵器国が自国の核兵器を完全に廃絶
し、核軍縮に結びつけて行くとことを明確に
約束したことを想起し、軍縮過程の最終目
標は、厳格かつ実効ある国際管理の下で
の全般的かつ完全なる軍縮であることに
留意し、

１.全ての国に対し、核軍縮と不拡散に関し

て行なった誓約を守り、核軍縮や不拡散
に悪影響を与えたり、新たな核軍備競争
を刺激したりする一切の行動を差し控え
るよう要求する。

２.全ての国に対し、核不拡散条約へのす
べての国の加盟を達成し、また、包括的
核実験禁止条約の早期発効を実現する
ために努力を惜しまないよう要求する。

３.全ての核不拡散条約締約国に対し、２０
００年の再検討会議で合意した、核軍縮
を成し遂げるための体系的かつ前進的
な努力を行なう実際的措置の履行を加
速するよう要求する。

４.核兵器国に対して、自国の安全保障政
策における、核兵器の役割を縮小させる
との誓約に従い、非戦略核兵器を削減
するとともに新型核兵器を開発しないよ

うさらなる措置をとることを要求する。

５.ジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）において、１９
９５年の専門コーディネータの声明とそこ
に含まれる任務に従って、核兵器用及び
その他の核爆発装置用核分裂物質の
生産を禁止する、差別的でなく、多国間
の、国際的かつ効果的に検証可能な条
約のための交渉を、核軍縮及び核不拡
散という両方の目的を考慮して再開す
ることを通して、また全ての核兵器国が
もはや、軍事的に不要になった核分裂物
質を国際的検証の下に置く制度を完成
させ履行することを通して、核軍縮並び
に核不拡散のための努力を緊急に強化
することに合意する。

６.ＣＤに、核軍縮を扱う適切な下部機関を
設置することを要求する。

７.全ての核軍縮措置において、不可逆性、
透明性の原則が重要であり、より適切で
効果的な検証能力を発展させる必要が
あることを強調する。

８.第６０回会合の仮議題に「核兵器のない
世界へ：核軍縮に関する誓約の履行を
加速する」と題された項目を含め、本決
議の履行状況を同会合で点検すること
を決定する。（訳：田辺俊明／ピースデ
ポ）

核兵器のない世界へ：
核軍縮に関する誓約の履行を加速する

ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、ニュージーランド、
南アフリカ、スウェーデン提出決議案

２００４年１０月１３日　Ａ／Ｃ．１／５９／Ｌ．２２
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９月の第２回ＣＴＢＴフレンズ会議の外相
共同声明を歓迎し、
　その進展が２００５年ＮＰＴ再検討会議の
前向きな成果に貢献するものであることか
ら、すべての国家がＣＴＢＴの早期発効を
実現するために最大限の努力を払うことを
奨励し、
　テロリストが核兵器または関連物資、放
射性物資、機材および技術を取得または
開発することを防止する重要性を認識す
るとともに、これに関連するＩＡＥＡの役割を
強調し、
　未来の世代のための軍縮・不拡散教育
の重要性、および現在の不拡散・軍縮問題
と取り組む努力の重要性を強調し、
　以下決議する。

１．ＮＰＴの普遍性を達成することの重要性
を再確認するとともに※、未締約国に対
し、遅滞なくかつ無条件に同条約に非核
兵器国として加入することを要請する。

２．すべてのＮＰＴ締約国が、同条約上の義
務を履行することの重要性を再確認する。

３．ＮＰＴ第６条ならびに１９９５年のＮＰＴ再検
討・延長会議における「核不拡散及び核
軍縮のための原則と目標」決定の第３節
および第４節（ｃ）※を履行する体系的、漸
進的努力のための、以下の実際的な措
置の核心的重要性を強調する：

（ａ）遅滞なくかつ無条件に、かつ憲法上
の手続きに従い、ＣＴＢＴに署名・批
准し、その早期発効を達成すること
の重要性および緊急性、ならびにそ
の発効までの間の、核実験爆発ある
いはそれ以外のあらゆる核爆発の
モラトリアム。

（ｂ）１９９５年の専門コーディネーターの報
告書※および同報告書に含まれた任
務に基づき、また、核軍縮と核不拡
散の双方の目的を考慮して、差別的
でない、多国間の、国際的かつ効果
的に検証可能な核兵器あるいはそ
の他の核爆発装置用の核分裂性物
質の生産を禁止する条約を交渉す
るための特別委員会を、２００５年の会
期内のできるだけ早期に、ジュネー
ブ軍縮会議（ＣＤ）に設置し、５年以内
に交渉を妥結すること、ならびに同
条約の発効までの間の核兵器用核
分裂物質の生産モラトリアム。

（ｃ）作業プログラムを策定する文脈の
中で、核軍縮を扱うことを任務とす
る適切な下部機関を、２００５年会期
内のできるだけ早期にＣＤに設置す
ること。

（ｄ）核軍縮、核および核に関連する兵
器の軍備管理・削減措置に不可逆

性の原則を含めること。
（ｅ）２０００年ＮＰＴ再検討会議で合意され
た、ＮＰＴ締約国が同条約第６条の下
で誓約する核軍縮につながる、保有
核兵器の完全廃棄を達成するという
核兵器国による明確な約束。

（ｆ）ロシアおよび米国が、戦略的安定性
および国際的安全保障を維持、強
化するため、既存の多国間条約に
大きな重要性を置きつつ、戦略攻撃
兵器の大幅な削減を行うこと。

（ｇ）国際の安定を促進し、かつすべて
のものにとっての安全保障が損な
われないとの原則に基づく方法で、
すべての核兵器国が核軍縮につな
がる以下の措置をとること：
（ｉ）すべての核兵器国が、一方的な
核軍備削減を継続するよう、なお
一層の努力を払うこと。

（ｉｉ）核兵器能力に関し、また、ＮＰＴ第
６条に従った合意の実行に関し、
核軍縮に関する一層の進展を支
える自発的な信頼醸成措置とし
て、すべての核兵器国が透明性
を向上させること。

（ｉｉｉ）一方的なイニシアティブに基づ
き、かつ核兵器削減および軍縮
の過程の不可欠な一部分として
の、非戦略核兵器の一層の削
減。

（ｉｖ）核兵器システムの作戦上の地
位を一層低減するための具体
的な合意措置。

（ｖ）核兵器が使用される危険性を最
小化し、核兵器の完全廃棄の過
程を促進するための、安全保障
政策における核兵器の役割の
縮小。

（ｖｉ）核兵器の全面的廃絶へ至る過
程に、すべての核兵器国が適切
な早期に関与すること。

（ｈ）軍縮の過程における各国の努力の
究極的目標は、効果的な国際管理
の下に置かれた全面完全軍縮であ
ることを確認すること。

４．核兵器のない世界の実現のためには、
核兵器廃棄の達成に向けたとり組みの
過程において、すべての核兵器国があ
らゆる種類の核兵器を一層削減すること
を含む、さらなる措置が必要であることを
認識する。

５．核兵器国が国連加盟国に対し、核軍縮
に向けた進捗あるいは努力について然
るべく通知するよう求める。

６．すべてのＮＰＴ締約国が、２００５年ＮＰＴ再
検討会議の成功に向けて最大限の努力
を払うよう奨励する。

７．現在行われている核兵器解体に係わる
努力を歓迎し、その結果として生じる核
分裂性物質の安全かつ効果的な管理
の重要性に留意し、すべての核兵器国
が、もはや軍事上必要とされないと各核
兵器国が認めた核分裂性物質を、でき
るだけ速やかにＩＡＥＡあるいは関連する
国際検証措置の下に置くこと、また、かか
る物質を永久に軍事計画の枠外に置く
ことを確保する目的で、平和目的のため
に処分する措置をとることを要請する。

８．核兵器のない世界を実現・維持するた
めの核軍縮合意の遵守を保証するため
に必要とされる、ＩＡＥＡの保障措置およ
びＣＴＢＴ検証体制を含む検証能力のさ
らなる開発の重要性を強調する。

９．すべての国家に対し、核兵器その他の
大量破壊兵器の拡散を防止し抑制する
ための努力を倍加し、これら兵器の拡散
に資する可能性のある装置、材料、技術
を移転しないとの政策を、かかる政策が
ＮＰＴ上の加盟国の義務に一致すること
を確保しつつ、必要に応じて確認し強化
することを要請する。

１０．すべての国家に対し、核兵器その他の
大量破壊兵器の拡散に資するあらゆ
る物資の安全性、安全な保管、効果的
な管理および防護に関し、これらの物
資が特にテロリストの手に渡るのを防
止するため、可能な限り高い水準を維
持するよう要請する。

１１．包括的な保障措置協定および追加議
定書の発効促進のために、２０００年９月
２２日採択のＩＡＥＡ決議ＧＣ（４４）／ＲＥＳ
／１９※、および２００４年２月のＩＡＥＡの最
新行動計画で概括された行動計画の
要素の実施を引き続き検討するようＩＡ
ＥＡ加盟国に勧告した、２００４年９月２４日
のＩＡＥＡ総会決議ＧＣ（４８）／ＲＥＳ／１４
の採択※を歓迎するとともに、同決議の
早期かつ完全な履行を要請する。

１２．すべての国家に対し、第５７回国連総会
に提出された軍縮・不拡散教育に関す
る事務総長報告にある勧告を適切に
履行すること、およびこの目的のために
実施された努力に関する情報を自発
的に共有することを奨励する。

１３．核不拡散・核軍縮を促進する上で、市民
社会が果たす建設的役割を奨励する。

（訳：ピースデポ）
※印には参照すべき原文の題名等が記載
されているが省略した。
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不拡散条約、危機に瀕する
　１９６８年、核兵器保有国である米ソ英仏中は、
核不拡散条約（ＮＰＴ、核拡散防止条約としても
知られる）において、「核軍備競争の早期の停止
および核軍備撤廃に関する効果的な措置につ
き・・・誠実に交渉を行うこと」を義務付けられた。
それに対して、非核兵器国は、いかなる核兵器
をも「製造せず取得しない」と誓約した。
　しかし、ＮＰＴが核軍縮を早期に実現できると
の希望が真実であることは証明されていなかっ
た。今日では、再び新しい核兵器が開発されて
いる。それも、以前よりも多くの国において、であ
る。
　米国では、２００３年末、議会が通称「ミニ・
ニューク」開発、バンカー・バスター開発、プルト
ニウム・ピット生産施設建設、ネバダ核実験場準
備作業関連の予算を可決した。新型ミサイルお
よび宇宙爆撃機は地球上のいかなる場所にで
も核弾頭を確実に運搬できるはずである。ミサイ
ル防衛システムおよび宇宙兵器は、攻撃用兵器
を補完している。
　中国は、兵器近代化の促進によって米国のミ
サイル防衛計画に対抗している。すなわち、常
時任務遂行可能なＩＣＢＭ開発に着手したので
ある。
　ロシアは新しい核ミサイルの生産を予告し
た。プーチンは、ロシアが再び「世界のミサイル
列強」となることを望んでいる。
　フランスは、新型のミサイル、巡航ミサイル、核
弾頭、爆撃機を開発することによってすべての
核戦力を近代化している。
　英国は４８発の核弾頭を搭載した原潜１隻を
常時哨戒させ、新型核兵器開発計画の立案を
望んでおり、米国の核兵器近代化推進から恩恵
を受けている。
　事実上の核保有国となったインド、パキスタ

ン、イスラエルのことも忘れてはならない。インドと
パキスタンは、数１０発の核弾頭を常時保有して
いる。両国は長射程のミサイルを生産し、既に紛
争が絶えない地域をさらに不安定にしている。イ
スラエルは核保有国であることをけっして公式
に宣言してこなかったが、７５～２００発の核弾頭、
およびミサイルや爆撃機等の多様な運搬システ
ムを配備している。イスラエルは潜水艦から核搭
載の魚雷および巡航ミサイルを発射することが
可能である。
　最近になって、より多くの国が核兵器開発の意
志を抱いていることが知られるようになった。例え
ば、北朝鮮、イラン、リビアである。同様に、エジプ
トについても疑いが持たれていた。ロシアが保有
する膨大な量の核兵器および核物質の所在に
ついても未だに不明な点が残っているように思
われる。
　２００５年には、ＮＰＴ締約国（インド、パキスタン、イ
スラエル、北朝鮮のみが未加盟）が条約再検討の
ためにニューヨークにやって来る。核軍縮の分野
ではっきりと認められる進歩が見られなければ、
不拡散条約が完全に破綻する恐れがある！それ
に対抗すべく、われわれはあらゆることを試みな
ければならない！
　だからこそ、「『けっして目を閉ざすな』２０２０年
までに核兵器廃絶を！」キャンペーンを推進しよ
う。
　国際組織「平和市長会議」（１０８か国の５６０都市
以上）が２００３年秋に「核兵器廃絶のための緊急
行動－２０２０ビジョン」を開始した。広島および長
崎市長は、２００５年にニューヨーク国連本部で開
催されるＮＰＴ再検討会議の派遣団に大きな圧
力をかけるよう、われわれ全員に訴えている。

この緊急行動の目標は：
●すべての核兵器の廃絶に向けた計画につい

　平和市長会議の提唱する「核兵器廃絶のための緊急行動－２０２０ビジョン」を軸
として、各国のＮＧＯ、市民団体がさまざまな活動を展開している。去る１０月１６日に東
京で開催された「＜被爆６０年－２００５年を核廃絶への転換の年に！２．１９集会（仮）」
第１回実行委員会において、記念講演を行ったレギナ・ハーゲン氏（核拡散に反対
する国際科学技術者ネットワーク（ＩＮＥＳＡＰ））が、ドイツにおける運動の広がりを紹
介した。ハーゲン氏が講演会場で配布した、「『核兵器廃絶をわれわれから始めよう』
支持者サークルによる２００４／２００５国際キャンペーン」のリーフレットの一部を訳出
した。併せて、ドイツの平和関連ＮＧＯ「国際法運動」による、「国際法を守る壁」プロ
ジェクトを紹介する。ドイツの学生グループによって始められたこの運動は、平和市
長会議の支持を得て、いま世界規模で広がりつつある。

２００５年ＮＰＴ再検討会議に向けた
ドイツ市民のとり組み

◆ドイツの運動リーフレット



11１９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行 核兵器・核実験モニター 第２２１号 ２００４年１１月１日

て、２００５年会議において拘束力のある合
意を取りつけること

●２０１０年の再検討会議において核兵器禁
止条約を締結すること

●２０２０年までに核兵器のない世界を達成
することである。
　平和市長会議の努力は世界中の平和・
軍縮団体によって支持されている。ドイツ
では、「『けっして目を閉ざすな』２０２０年ま
でに核兵器廃絶を！」のとり組みを通じて、
「核兵器廃絶をわれわれから始めよう」支
持者サークルによって支援されている。ま
た、市長たちによっても支援されているし、
もしかしたらあなたによっても支援されて
いるかもしれない。
　あなたの街の市長を２００５年にニュー
ヨークに派遣し、２０２０年までの核兵器廃絶
を要求するように、助力してほしい。

キャンペーンを支援してください
●あなたの地元市長がすでに平和市長会

◆ 「国際法を守る壁」プロジェクト

議に参加している場合には、キャンペー
ンに協力し、２００５年４月にニューヨークを
訪れるように依頼してください。秋葉・広
島市長から地元市長に宛てた手紙をあ
なたが入手できるように、われわれが段
取りをすることができます。

●地元市長がまだ参加していない場合に
は、キャンペーンについて地元市長に知
らせて、平和市長会議に参加するように
要求してください。

●核兵器とその廃絶の緊急性についての
啓蒙集会を開催してください。参考資料
をお探しでしたら、われわれは喜んで協
力します。

●このテーマに関して布地で絵を作るパッ
チワークのコンテストを地元で開催してく
ださい。

●外相、およびニューヨークの国連ドイツ代
表部宛に手紙を書いてください。

●このテーマについて報道するように地元
紙に要求してください。

世界に拡大していく「国際法を守る壁」モ
ニュメントによって、われわれが目指すこと：

●国連憲章に謳われている武力行使の禁止が
あまりにも空洞化していることを示すこと。この
空洞化は、２００３年３月に圧倒的な多数の諸国
の反対を無視して国連決議なしで対イラク戦
争を始めた国々の行為と予防的な主張によっ
てもたらされたものである。

●この世界の人間の意思を表明すること、すなわ
ち武力および戦争という手段を用いずに国際
紛争を解決することに貢献できる可能性を、あ
らゆる人 に々示すこと。
●平和市長会議への参加に先立ち、広島・長崎
への原爆投下６０周年、すなわち２００５年８月６日
を前にした最後の年（訳注:２００４年のこと）に、
「国際法を守る壁」モニュメントを拡大し、すべ
ての核兵器の廃絶を国際法的な義務とするこ
とに向けてただちに具体的な一歩を踏み出す
ことに貢献することを通して、あらゆる人にその
意思を表明する可能性を示すこと。

　それぞれの積木は一人一人の人間を代表し
ており、武力行使を禁止した国連憲章以外には
いかなる国家にも進むべき道はないという深い
決意を表している。

（訳：大滝正明、原文はドイツ語）

　「紛争の平和的解決や国際法の遵守などを訴えることを目的に、ドイツ
の平和関連ＮＧＯ「Aktion-Volkerrecht」（日本語で「国際法運動」の意）が、２
００３年２月から「国際法を守る壁」プロジェクトを実施しています。このプロ
ジェクトは、平和や国際法の順守を求める署名活動の一つとして、賛同者
が平和メッセージと名前などを記入した木製のブロック（横８cm、縦４cm、幅２
c m ）をつなぎ合わせて、２００５年の５月のＮＰＴ再検討会議開催期間中、
ニューヨークの国連本部の周囲にモニュメント「国際法を守る壁」を築き、国
連の政府代表者等にNPTなどの国際法の大切さを訴えようとするものです。
　２００４年に開催されたＮＰＴ再検討会議準備委員会の開催期間中には、
それまでに集まったブロックで作った「壁」をニューヨーク市内の公園で展
示し、注目を集めました。２００４年８月現在、約１７，０００人からの賛同があり、
「壁」の延長は約７０mとなっています。」（「核兵器廃絶のための緊急行動－２
０２０ビジョン」より抜粋）

（右は、ＮＧＯ「国際法運動」のウェブサイトhttp://a-vr.orgの抄訳である。「国際法
を守る壁」プロジェクトへの参加方法については、「国際法運動」（FAX:+４９-６
２２１-４１-８２-００／Email:join-in@a-vr.org）に英語で直接問合せのこと。）

●地元に市民ラジオ局がある場合には、あ
なた自身がラジオ放送を行ってください。

●１９４５年の広島・長崎への原爆投下に関
する展示会を組織してください。関連す
る展示資料は、支持者サークルから貸与
可能です。

「核兵器廃絶をわれわれから始めよう」
支持者サークルについて
　「核兵器廃絶をわれわれから始めよう」
支持者サークルは、１９９４年以来、核兵器
条約および核兵器なき世界のために尽力
している。この目的のために、加盟組織に
よるイニシアチブを支援し、現実性のある
公開行動を組織し、政治家や外交官に対
するロビー活動を行い、国内外の関連
キャンペーンに参加している。支持者サー
クルの計画および加盟組織についての最
新の情報には、インターネットサイト（http://

www.atomwaffenfrei.de）からアクセスでき
る。（訳：大滝正明、原文はドイツ語）

「アボリション２０００」のＨＰより。２００４年５月１日、ニューヨーク市内のブライアント・パークにて。
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､菊地一之（ピースデポ）、田巻
一彦（ピースデポ）中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、
大澤一枝、大滝正明、田辺俊明、津留佐和子、中村和
子、林公則、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞田巻一彦＜tamaki@pw.catv.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

今号の略語
ＢＲＡＣ＝基地閉鎖再編
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイル
ＭＴＣＲ＝ミサイル技術管理レジーム
ＮＡＣ＝新アジェンダ連合
ＮＥＰＡ＝米国家環境政策法
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＱＤＲ＝四年期国防見直し

日  誌
２００４.１０.６～１０.２０

作成：中村桂子

ＩＡＥＡ＝国際原子力機関／ＭＤ＝ミサイル防
衛／ＷＭＤ＝大量破壊兵器
●１０月６日　韓国国防省、在韓米軍の３分の１に
当たる１万２５００人を０８年９月までに３段階に分けて
削減することなどで米国と正式合意したと発表。
●１０月６日　米調査団のドルファー団長、イラク戦
争開戦時に、同国にはいかなるＷＭＤも存在しな
かったとする報告書を議会に提出。
●１０月７日　細田官房長官、開戦当時安保理決
議に応じなかったイラクの姿勢に問題があり、日
本政府の対応に誤りはないとの考えを強調。
●１０月７日　在日米軍、イージス艦「レイク・エ
リー」の新潟東港寄港を新潟県に要請。８日、県が
岸壁使用を許可。
●１０月８日　アジア欧州会議（ＡＳＥＭ）第５回首
脳会議、ハノイで開幕。テロやＷＭＤ、北朝鮮の核
問題などをテーマに討議（～９日）。
●１０月９日　米海軍横須賀基地で、強風によりミ
サイル巡洋艦「ビンセンス」の係留ロープが切れ
て約３０ｍ漂流。揚陸指揮官「コロナド」に接触。
●１０月９日　韓国の毎日経済新聞、韓国軍関係
者の話として、韓国が射程３００キロの地対地ミサ
イルを開発、約１００基を配備していると報道。
●１０月１１日付　政府、１０日までに、ＭＤの迎撃ミ
サイル部品について、量産、配備を前提とした開
発段階に移行する方針を固める。
●１０月１１日　米イージス艦「レイク・エリー」、新潟
県の新潟東港に入港。イージス艦の新潟入りは初
めて。１２日、出港。
●１０月１１日　ＥＵ、ルクセンブルクで外相会議。
ＷＭＤの廃棄を宣言し、国際社会へ復帰を進める
リビアに対する武器禁輸措置の解除を決定。
●１０月１２日　パキスタン国防省、核弾頭の搭載

が可能で、射程１５００キロの中距離ミサイル「ガウ
リ５」の発射実験に成功したと発表。ＡＰ通信。
●１０月１３日　ブッシュ米大統領、「２００５軍事建設
歳出及び緊急ハリケーン補正歳出法」に署名。
（本号参照）
●１０月１３日　新アジェンダ連合、日本、国連総会
第一委員会に決議案をそれぞれ提出。（本号参
照）
●１０月１４日付　ＩＡＥＡ、イラク国内の核関連施設
などから核兵器製造に利用されうる軍民両用の
精密機械等が消失しているとの報告書を安保理
に提出。
●１０月１５日　大野防衛庁長官、米国とのＭＤ共
同研究に関して、遠くない将来に共同開発、共同
生産に移行するとの見方を示す。ロイター。
●１０月１６日　細田官房長官、「（北朝鮮は）、核兵
器をほぼ開発している」と発言。１８日、「兵器として
使える段階と言うにはオーバー」と修正。
●１０月１８日付　欧州の空爆用の戦術核兵器が
９０年代半ば以降も削減されず、現在も５００個近い
規模で温存されていることが明らかに。
●１０月２０日　イランのシャムハニ国防軍需相、中
距離弾道ミサイル「シャハブ３」の発射実験を実施
したと発表。

沖縄
●１０月６日　日米両政府、米軍ヘリ墜落事故に
関連して「事故現場の協力に関する日米合同委
の特別分科委員会」第２回会合を開催。
●１０月６日　細田官房長官、米軍再編に関する
日米協議で在沖米軍の一部本土移転案を提示
していることを明言。海外移転案にも言及。
●１０月６日　嘉手納基地第１８任務支援群司令官
ベーカー大佐、Ｆ１５機２機は、空中給油の体勢時
に接触事故を起こしたことを明らかに。
●１０月６日　ヘリ墜落事故で、県警が事情聴取を
求めていた事故機乗員３人が既に米本国に帰国
していたことが在沖米軍の説明で明らかに。
●１０月７日　米軍嘉手納基地で、４日に空中接触
事故を起こした機体と同じ、米アラスカ州エレメン
ドルフ空軍基地所属のＦ１５戦闘機、飛行再開。

●１０月７日　小泉首相、ベトナムのハノイ市内で
記者団と懇談、在沖米軍の移転問題について「抑
止力維持も含めて国外移転はあっていい」。
●１０月８日　米軍ヘリ墜落事故で米側が日本政
府に提出した事故調査報告書が、日米合同委員
会の同意を得て、公表される。
●１０月８日　米軍ヘリ墜落事故に関する日米合
同委の第３回事故分科委員会が開催される。
●１０月１２日　政府、米軍ヘリ墜落事故に関する
第３回関係閣僚会合を開催、事故機と同型ヘリの
飛行再開の容認を決定。
●１０月１２日　米軍、１３日から墜落事故ヘリと同
型ヘリの飛行を再開すると通告。政府は飛行再開
容認を正式に伝達。
●１０月１３日　県議会、Ｆ１５戦闘機接触事故や都
市型訓練施設などに対する抗議決議案と意見書
案を全会一致で可決。
●１０月１３日　在沖米海兵隊、墜落事故と同型の
ＣＨ５３Ｄ輸送ヘリの民間地上空での飛行を実施。
●１０月１４日　ライク在沖米総領事、ヘリ墜落事
故で、「組織的な欠陥があったと認めざるを得な
い」と初めて言及。
●１０月１５日　稲嶺知事、米軍再編による沖縄の
基地負担軽減について「県自体としてウェートを
つけて沖縄案を作っていきたい」。
●１０月１５日　県議会代表、米軍沖縄地域調整事
務所を訪れ、Ｆ１５空中接触事故、都市型訓練施設
などへの抗議決議と意見書を手渡す。
●１０月１５日　８月に起きた女性暴行と住居侵入
の容疑で、米軍嘉手納基地に勤務する米軍属を
逮捕。１６日、県警は容疑者を那覇地検に送検。
●１０月１５日　山口県と岩国市、事故機と同型ヘ
リ５期を普天間飛行場から米海兵隊岩国基地へ
移すことを容認。
●１０月１６日　町村外相、米軍ヘリの墜落事故現
場を視察。「（米軍の）操縦士の操縦がうまかった」
などと発言、住民らの反発を呼ぶ。
●１０月１８日　在沖米軍と航空・海上自衛隊、那
覇空港の夜間滑走路改修工事に伴い、戦闘機６
機を嘉手納基地に一時移駐する覚書に調印。

◆◆◆◆

　第３版、２００１年（日本語訳第２版、２００４年１１月）
　Ａ４サイズ、約２１０ページ、図版入り

●値段（送料別）
８００円～１０００円（お問合せください）
発行：ゴイル湖の平和運動家を支援する会
http://www003.upp.so-net.ne.jp/maytime/
goilsupt.html
問合せ先：豊島耕一　toyo@cc.saga-u.ac.jp
自宅電話/ファクス 0942-43-6184

「トライデント・プラウ
シェアズ・ハンドブック」ご案内

日時：２００４年１１月２７日（土）午前１０時～１２時
会場：かながわ県民活動サポートセンター
　　（かながわ県民センター内）６０４会議室

http://www.kvsc.pref.kanagawa.jp/center/
areamap.html

　ピースデポ・スタッフが講師となって、核軍縮
をめぐる世界と日本の状況、ＮＧＯの活動につい
て学ぶワークショップを開催します。学生の方の
参加を歓迎します。参加ご希望の方は、ピース
デポ（担当：中村）までご連絡ください。

ピースデポ・ワークショップのご案内
「２００５年に向けて～わたしたちに

何ができる？」


